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カーボンニュートラル施策
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循環型社会形成推進基本法

1900 2000 2100

人工物の蓄積量

総生産速度

廃棄人工物からの
生産速度

地下資源からの
生産速度

年

生
産

速
度

と
蓄

積
量

人工物の飽和→循環社会へ移行可能 化石燃料からの脱却→脱炭素

2050年CN社会実現のために
2

未来社会構築
(Grand design)
システム計算
（Simulation)

これを成立
させる

プロセス開発
制度制定

システム構想

新技術
（ラボベース）

物質収支 反応熱収支

品質 コスト(競争力)

社会実装

環境負荷

法令整備 制度整備

教育 社会受容性

雇用

[2] 社会構造・産業構造の変革も含めた未来社会をデザインする

化学産業の創成期 * のように
化学会社＋セメント会社＋鉄鋼・・・
大学
エンジニアリング会社

が力を合わせて挑戦できる仕掛けが必要

1940 1960 1980 2000 2020 2030

経済的な豊かさの追求 経済と環境の両立

化石資源からの大量生産

心の豊かさの追求

循環型社会

持続可能な社会

[1] Efficiencyから人と社会のSufficiencyへ https://www.scej.org/sapporo/indexSD.html
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[2] 社会構造・産業構造の変革も含めた未来社会をデザインする

・現在の化学産業の基本プロセスは30, 40年前に確立
・これとは異なった新たなプロセスの開発が必要

・コンビナート改革が化学工学を再生する

これまで誰も考えなかった（無理だと思って
いた）プロセスの開発に挑戦する必要あり。
これが差別化、競争力の源泉になる。
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地域、コミュニティが動くことが
カーボンニュートラル推進にとって大切

カーボンニュートラルへの取り組み
（意識の変化）
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“Think Globally, Act Locally” ”Think Locally, Act Globally“

地域、市民が主導するカーボンニュートラルに向けた活動の例

① 種子島：バイオマス J. Life Cycle Assessment, Japan Vol 15, 360 (2019).
② バロセロナ：2020年1月に市政府、市民が共同で「気象非常事態宣言」
・生産／消費のモデル、文化とライフスタイルを考え直す。
・9の分野で100以上の具体的なActionを定め、活動開始。

③ Westkuste100プロジェクト：北ドイツのHeide地区での産・学・官・地域連携プログラム
・再エネ/電解(水素、酸素)/セメント工場(CO2)/航空機用e-Fuel製造/地域の空港で使用

➡ 地域で発生するCO2を減らし、航空輸送のグリーン化にも寄与。

Green hydrogen and decarbonization 
on an industrial scale

https://www.westkueste100.de/en/

Heide地方政府
大学

電力会社、セメント工業、石油精製会社、
プラント会社等による連携プロジェクト

地域、コミュニティが動くことが
SDGs、カーボンニュートラル推進にとって大切



現在の化学工学会CN委員会の取り組み
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本協議会

現在の石油化学コンビナートの役割
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一般廃棄物の地域別排出量（令和元年度実績）
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http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/r2/index.html



産業廃棄物の地域別排出量（令和元年度実績）
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令和２年度事業
産業廃棄物排出・処理状況調査報告書
令和元年度速報値（概要版)

森林バイオマス利用によるリジェネレーティブな活動に
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 カーボン・バランス
<需要>

国内ナフサ： 約2,600万t-C/年
<ポテンシャル>

森林バイオマス：約2,500万t-C/年
廃棄物系バイオマス：約2,400万t-C/年
廃プラ：約730万t-C/年

木質バイオマスを化学原料に活用できれば、
製品にCを固定するリジェネレーティブな
活動となる

都道府県別木質バイオマス生産総コストの低減計算結果

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書
技術開発編 木質バイオマス燃料のコスト低減（Vol.2）
平成29 年3 月

11

目指すべき姿
12

2050年CNに向けて社会変革、産業変革
国際的な課題に対して

日本が世界をリード ＋ 国内産業の活性化

時代の先頭に立ち、基盤強化と地域協調の仕組みの構築
知のプロフェッショナルとして総合力を発揮
英知集結の場として機能し、産学官連携で推進

地域連携によるCO2フリー
社会実践プロジェクト

地域全体での物質循環を
考えた全体プロセス検証

CO2削減
環境調和

エネルギー脱炭素
炭素循環

化学工学会の知見、
イノベーション力

地域の他産業との連携
・一次産業
・二次産業
・三次産業

石油化学関連企業連携

全工程からの廃熱の
カスケード利用 自動化・AI

産業の融合

地域内連携

技術力強化


